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事業評価手法の開発
～民間助成団体による事業評価受託事例へのCD-TEP法の適用とその分析から～
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★翻訳して頂きたいのはここから下の部分です。

　社会福祉の領域には，制度のなかで対応されているニーズと，既存の枠組み（制度外枠組み）のなかでは対応できていない様々なニーズ（制度外ニーズ）が存在する。本研究は，こうした制度外ニーズに取組む助成事業をもとに，「変革プログラム（制度外ニーズに取組む新たなプログラム）」を開発・形成・改善し，その実施・普及を促進するための事業評価手法の開発を目的とした。なお，この事業評価手法には「形成的評価」の有効なアプローチ法であるCD-TEP法を用いることにした。
　本研究ではこの目的を達成するために，①国際的に先進的な事例及びEBPM・実装研究，日本の特徴的な事例に関するレビュー，②日本最大規模の助成団体の1つであるX財団からの事業評価受託事例（5例）を対象にした事業評価手法の適用，③評価に関するエキスパート（専門家）を対象にしたインタビュー調査を行った。
　その結果，本研究が開発を目指した事業評価手法の理論的枠組み（評価の視点）として①事業成果の適切性，②実施プロセスの適切性，③効果モデル改善アプローチの妥当性，④実施・普及モデルの妥当性，⑤持続性・自立発展性，を明らかにし，またこの手法が助成事業をもとにした「変革プログラム」の開発・形成・改善とその実施・普及に対して有効であり，社会福祉領域の事業評価実践に十分適用可能なことが明らかになった。
　近年，日本においても，民間の助成団体あるいは公的な資金による助成事業は増えている。本研究で開発した「変革プログラム」の開発・形成・改善とその実施・普及を促す事業評価手法が様々な助成事業評価の現場で活用されることで，制度外ニーズに対応した有効なプログラムを社会に生み出すことができると考えられる。このことを通して様々な助成事業あるいは事業評価が社会福祉課題の解決に貢献できるものと考えられる。

